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開発成果

人間-ロボット協働のための安全関連センサシステム
～人間-ロボット協働生産を実現する小型で安価な電波式の安全関連非接触センサシステム。あらゆる方向から接近する作業者を検出～

●…名古屋大学…教授　山田陽滋　　●…株式会社FUJI　佐藤　武

成果概要

人間とロボットが協働する作業空間において、作業者の安全性を確保するために、危
険な領域に侵入する彼らの位置や運動状態を高信頼かつ高精度に検出することが、
IEC国際安全基準として2018年に制定された技術仕様書（IEC/TS 62998）として
定められた（例:PLr=d以上の性能を要求）。本研究開発事業ではこの企画の策定に先
駆けて新たに電波式センサの安全関連化に着手し、その多重化技術により世界初の
非接触式人間検出型安全関連センサシステムを実装レベルで開発した。また、複数の
センサを用いた場合に、検出誤差を最小化する最適なセンサ配置を見出した。さらに、
安全関連センサシステムを適用した人間 - ロボット協働が実現すれば、モデルとする
接着材塗布を伴う部品組み立て作業に要する時間が1/2 程度に短縮されることを作
業分析によって示した。

特長

現在策定中の IEC/DTS…62998により、作業空間
に適する配置で複数の安全関連センサを統合配置
でき、これにより、人間・ロボット間に規定すべき
保護間隔距離を1m未満と大幅に縮小できるように
なった。センサが小型かつ安価であることから、冗
長化、カスタマイズ化がフレキシブルかつ容易に行
えるようになった。

●基本的な要求度安全水準である…PLr=dの性能を
満たす安全関連センサシステムの位置・速度計測
精度/誤差の試験方法

●複数の電波センサの最適配置方法

●…お問い合わせ先：株式会社FUJI　ロボットソリューション事業本部　技術開発部　佐藤　武
e-mail…:ta.sato@fuji.co.jp　電話番号：0566-81-8247　FAX：0566-81-8298

開発技術

仕  様

これまでの安全センサと異なり、安価かつコンパクトな
センサであり、3 次元空間内における作業者の位置と
速度を検出できる。一般に、機械安全分野で要求され
る安全性（検知対象物までの最短距離の測定確度とし
て、4.96σから外れるデータの個数が毎時測定全デー
タ中10-6～10-7の割合 :これが PLr=d）を達成してい
る。接近対象センサ素子のサイズは 10mm以下と小

型であるため、センサを取付ける場所の制約が小さい。
電波元センサの指向性（検出角度）は160°程度である。
●検出間隔……5μs（200kHz）
●解像度……1.25cm
●安全度水準の基本性能に対しPLr=dを満たす
●計測方位角……前方の上下左右160°
●重量……10g以下、サイズ:2×3cm

●…特 許 の 有 無：無

コンパクトな安全関連センサ
ケース入り外観（左）と内部実装基板
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愛知次世代ロボットの産業化・市場創出を推進する要素技術開発
～製造分野に加え生活支援分野で果たすあいちロボット競争力強化～

参画機関

●…名古屋大学
●…名古屋工業大学
●…豊橋技術科学大学
●…あいち産業科学技術総合センター
●…株式会社FUJI
●…株式会社松本義肢製作所
●…株式会社近藤製作所
●…株式会社ファインテクノ
●…スマッツ株式会社
●…株式会社明和

研究開発の概要

開発成果一覧

事業化リーダーより

製造と生活支援分野にて、ロボット産業の市場を創出、拡大する技術と製品開発を行う。
＜製造分野＞
●人間-ロボットの協働を可能とするための安全センサ技術を開発
●ロボットアームへの作業教示のための直接教示システムの製品開発。ロボットアームの可用性の向上と使用
機会の増進は、県内のロボットを用いたモノづくりの競争力を高める。

＜生活支援分野＞
●歩行運動のための装着性の高い身体アシストスーツの機構と素材の最適化を実現し、製品化
●多人数での円滑なコミュニケーションの場を創るための会話インタフェースロボットを現場導入し、新しい市
場を開拓。これらの市場は現在は存在しておらず、愛知県の企業が多に先駆けてこれらの市場に進出するこ
とで、市場先導性を得ることができる。

●人間-ロボット協働のための安全関連システム
●歩行アシストスーツ

●パラレルワイヤ教示装置
●多人数会話型インタラクション技術

●…株式会社FUJI… ロボットソリューション事業本部　技術開発部　佐藤　武

事業化リーダー 研究リーダー

重点研究プロジェクトに参加して 今後の展開

各テーマとも具体的な事業化を見据えた開発計画に基
づき研究開発を推進してきた。産業分野、生活支援
分野それぞれにおいて、本プロジェクトの産学行政連
携の枠組みにより生まれた結びつきやネットワークを通
じて、地域産業の課題解決に留まらず、産業競争力アッ
プの取り組みとなったと自負している。オープンイノベー
ションによる強みを生かした「かけ算効果」で、オンリー
ワン製品が生まれる土壌ができた。

プロジェクト終了後の事業化計画（各テーマH33.3時
点で数十台規模を実現）を具体化し達成すべく、継続
的に開発活動を続けるようプロジェクト内で道筋をつけ
る。また、本プロジェクトのネットワークを活用して、
応用途の水平・垂直展開が可能となるようなさらなる
相乗効果を狙ったコミュニティを維持していきたい。

株式会社FUJI
佐藤　武

名古屋大学
山田陽滋
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